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8１ 
ソ連では一九三七年、中国では一九五七年、東欧諸国および朝鮮民主主義人民共和国でも一九六○年代の初頭に
は、いずれも社会主義的生産関係が全面的に樹立されたといわれている。しかし、この「社会主義的生産関係」は、
は
じ
め
に はじめ
に
『理念としての計画化の諸モデル
１、戦時共産主凝モデル
２
、
一
九
三
○
年
代
モ
デ
ル
３
、
分
権
モ
デ
ル
の
発
想
二、ハンガリーにおける経済改革の評価
１、ハンガリー型の特徴とその形成過程
２
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
経
済
改
革
の
現
段
階
むすびにかえて
現代社会主義における計画と市場
ｌ
ソ
連
東
欧
の
経
済
改
革
と
関
連
し
て
Ｉ
斎
藤
稔
8２ 
生産手段の社会全体による単一の所有形態を基礎とするものではなく（国家的所有と集団的。協同組合的所有との
併存）、また単なる社会的所有の宣言にとどまらない「生産の実際の社会化」においてなお不十分なものであり、
生産力水準の低位が生産関係との不照応をもたらしている、そのような「社会主義的生産関係」なのである。
』」のような状況のもとでの現代社会主義は、一方では社会主義経済の現実の機能の仕方とその効率化をめぐって、
計画と市場との関係をどう処理するかという問題に当面せざるをえないし、他方では「生産の実際の社会化」を阻
害する官僚主義機構への批判として、直接生産者による自主管理をどう組織するかという問題に当面せざるをえな
い。筆者の見解では、ソ連・東欧における経済改革も中国における文化大革命も、このような現代社会主義の当面
する諸問題に対してのそれぞれ異なった側面からのアプローチとして評価されるべきであって、その発想において
は根本的に対立するものではないのである。
この論文では、ソ連・東欧における経済改革の理論的背景の要約と、その一つの典型としてのハンガリー経済改
革の実態分析を中心とする。なぜハンガリーが一つの典型であるかは後段に示されるが、その重要な側面が一九六
八年のチェコ事件との関連にあることを、あらかじめ指摘しておきたい。
なお、このテーマは、昭和四六年度アジア経済研究所委託研究（佐藤経明編『ソ連・東欧諸国の経済改革』、ア
ジア経済研究所、一九七三年所収）を、昭和四七年度法政大学特別研究助成金によって継続したものである。
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８３現代社会主義における計画と市場
一九一七年のロシア革命によって生まれたソヴヱト・ロシアは、マルクスの想定とは大きく異なった状況○もと
で、社会主義建設を開始せざるをえなかった。全世界的な体制としての資本主義から同じく全世界的な体制として
の社会主義への移行の一部としてではなく、帝国主義に包囲された孤立した一国において独力で社会主義への道を
歩まねばならなかったのである。それにもかかわらず、生まれたぽかりのソヴニト・ロシアは、全世界的移行を当
然の前提としてマルクスが提起した、「社会主義的な生産と分配の原則への直接的移行」をみずからの当面の課題
それは、第一に、ロシア革命が急速に世界革命に拡大し、社会主義の物質的・技術的前提（ロシア一国では欠除
しているもの）が全世界的規模であたえられることが、当然のこととして予定されていたこと、第二に、帝国主義
体制の矛盾の集中点としてのロシアにおけるプロレタリアートの政治的先進性が、物質的・技術的前提条件の欠除
を補完するものと期待されていたこと、第三に、内乱と軍事干渉、およびその結果としての経済的崩壊に対処する
（１） 
ための非常措置が、「軍事的任務」と「直接に共産主義的な任務」とを混同させたことによるものである。かくし
て、一九一八年夏から一九一二年春にかげて、のちに「戦時共産主義」とよばれることになる一つの経済管理方式
が、社会主義的計画経済の原点として成立した。
マルクス、ニソゲルスによれば、生産者としての人間は、資本主義的生産様式の怪桔を離脱しさえすれば、生産
過程をふずから意識的、合理的、計画的に規制する十分な能力を持っている。】」のことの意味は、生産過程の計画
的な規制が原理的に可能であるということと、すでに資本主義的生産様式の胎内において、そのような計画的規制
を意識的に行ないうる（またその意志を持つ）主体が形成されている、という）」とである。この可能性が現実のも
のとなるためには、生産手段が「公共の財産に転化する」ことが、必要にして十分な条件となる。したがって、生
とした。
8４ 
１、社会的労働の配分の直接的、事前的規制。
２、，個々の生産物の生産に対する、生きた労働と対象化された労働の単位あたり支出の直接規定。
３、物量単位による需給バランス作成。
４、個別的消費のための社会的生産物の分配にさいして、提供された労働量を基準とする。
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したがって、社会的生産は事前に、細部にいたるまで使用価値にもとづいて物量単位で計画化される。生産物は
商品に転化せず、貨幣はその存在意義を失ない、事後的調整の場としての市場は消滅する。社会主義段階での「労
働に応じた分配」も、労働時間によって直接に計量され、労働証券の給付をうけるので、価値法則によっては規定
されない。生産が企業単位で自立的に行なわれる必然性はなく、むしろ社会全体が一つの工場として統一的に生産
活動が行なわれることになる。このようなものとしての社会主義経済の組織が、マルクス、エンゲルスによれば、
生産手段の社会的所有への転化によって可能となる。もちろん、このさいに、マルクス、エンゲルスはあくまで、
世界的規模での社会主義への移行を念頭においていたのだということを、忘れてはならないであろう。
ロシア革命から八カ月後の一九一八年夏、ソヴェト政府は、それまで漸進的に行なわれてきた工業国有化のテン
ポをはやめて、小企業にいたる全面的国有化を実行し、すべての国有化された企業を最高国民経済会議の集中的管
産手段の私有が廃止されさえすれば、そのときから「あらかじめきめられた計画にもとづく社会的生産が可能」と
なり、「社会的生産の無政府状態が消滅する。」ニンゲルス『空想から科学へ』）
ポーランドのプルスによれば、マルクス、ニンゲルスの社会主義経済についての特徴づけは、つぎの五点に要約
される。
理のもとにおいた。農民は、食樋割当徴発制のもとでいっさいの余剰食樋を国家に引渡すことを命ぜられた。全
般的労働義務制も実施された。貨幣はしだいにその役割をせばめ、現物経済化が進行した。この過程は、一面では、
一九一八年の春から夏にかけて全面化した国内戦と軍事干渉に対処するための非常措置であり、「経済的任務の軍
（３） 
事的解決」であったが、他面では、前記のような原理的発想の当然の帰結ともゑなされるものであった。
レーーーソは、戦時共産主義から新経済政策（ネップ）への移行後の一九二一年一○月に、つぎのようにのべてい
る。「二九一八年には〕われわれにふりかかってきた軍事的任務と、帝国主義戦争がおわった時にソヴニト共和国
の状態が絶望的だと思われたことにいくぶん影響されて、これらの事情その他いくつかの事情に影響されて、われ
われは、共産主義的な生産と分配に直接に移行することを決めるという誤りをおかした。農民は割当徴発によって
われわれに必要な量の穀物を提供するであろうし、われわれはその穀物を工場に配分しよう。こうして、わが国に
（４） 
場は、共産主義的な生産と分配が生まれるであろう、とわれわれは決めたのである。」すなわち、工業の大部分を国
市甦有化して集中管理し、この国有工業の生産物を農民の生産物と直接交換することによって、商業や市場の媒介を必
割要としない生産Ⅱ消費コソミューソをつくりあげることが、この時期の目的であった。そのことは、一九一九年一一一
（５） 
繩月に採択された「ロシア共産党（ボリシェヴィキ）綱領」に明記されている。
一一識レーニンは、戦時共産主義を「誤り」とよんだ。だが、どのような意味で誤りだったのか。戦時共産主義から新
華経済政策への転換を決定したロシア共産党第一○回大会で、レーニンは、一九一九年綱領にふれて、「われわれの
魁これまでの綱領は理論的には正しかったが、実践的には破産した」とのべている。したがって、原則的な誤りがお
現かされたわけではなく、ただ当面の諸条件に適さないために一時的後退を余儀なくされただけであって、基本的方
５
 
８
 向を提示した綱領の規定はなおも生き続けたのである。一時的後退を余儀なくされた諸条件、なかんずく過渡期に
8６ 
おける混合経済（多ウクラード制）が解消し、単一の社会主義的生産関係が確立されたあかつきには、高度に中央
集権化された生産と分配の現物的計画化が実現可能であるし、実現されなければならなかった。
プルスは、前述の一九一九年綱領とのちのコミンテルン綱領二九二八年）とを比較して、その共通性を指摘し
ている。コミンテルン綱領においては、商品・貨幣関係は社会主義経済に対して外部的なしのとしてとりあつかわ
れ、その作用範囲は小規模農民経営の作用範囲とほぼ比例すると考えられている。また経済計画化の範囲と有効性
は、商品・貨幣関係の作用範囲と逆比例する。すなわち、小規模鍵民経営が存在するかぎり全面的な計画化は不可
能であって不可避的に商品・貨幣関係が計画外の要素として存在するのであり、このことから当然、全面的な計画
（６） 
化は商品・貨幣関係を全く排除したものとならざるをしえない。
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こ
の
内
容
に
つ
いては別途に検討して染たいが、主流の見解はやはり、市場および商品・貨幣関係の存在（それ自体を否定するも
のはなかった）を当面の過渡期の多ウクラード制の存在と結びつけて理解していたようである。したがって、論理
的には戦時共産主義は生き続けていたのであり、当面の過渡期の課題、すなわち小農民経営の社会主義的改造が完
成しさえすれば、ふたたび、にくむべき商品、貨幣、市場の追放にとりかかれるはずであった。しかし、この追放
の課題は、農業集団化の完成時点においても提起されず、さらに先へとひきのばされたのである。
（１）拙稿「マルクス、ニンゲルスの社会主溌経済論について」、『経済志林』第一一一八巻第三・四号、および「レーーーソにおけ
る社会主蕊経済論」、『経済志林』第四○巻第四号を参照されたい。
（２）冒乱凶旦の『嵐国日峻》Ｃ習一蔦已§へ§垣冒蔦曾§』§§恩包貝：戴賞ミミ旨圏息・壽）…二国・ＳＢ陣ご震，
ここでは邦訳（鶴岡重成訳『社会主義経済の機能モデル』合同出版、一九七一年、三五ページ）および英語版（三・国『扇．
『瀞ご鳶異（：尊口貝菖厚§§』・Ｅａ・ロ．】§も』⑭－こ）を利用した。
レーニンの死後、一九二○年代後半には、スターリンとトロッキーの間で一国社会主義論争を含む党内闘争が展
縄関され、これに勝利したスターリンの主導下に一九一一八年一○月から第一次五ヵ年計画が開始された。第二次五力
甦年計画が終了した一九一一一七年までに腱業集団化は完成し、単一の社会主義的生産関係が全面的に樹立されたといわ
調れている。この二つの五ヵ年計画のさいに実施された計画化方式が、その後一九六○年代前半までのソ連および東
討欧諸国の（中国の第一次五ヵ年計画もこれに含まれる）計画化方式を大きく規定した。これを、一九三○年代（計
鐸画経済）モデルと名づけることにする。：
鐸戦時共産主義モデルの場合には、前述のように、あくまで世界革命の展望を前提とした上で理念としてのマルク
魁ス型経済組織をさしあたり一国内で実現しようとしたものであり、高度に集中化された現物的計画化を意図したも
現のであった。これに対して一九三○年代モデルは、理念としては戦時共産主義モデルを継承しつつも、具体的な目
７
 
８標としては一国社会主義的な経済自立化をめざし、現物的計画化に大きく傾斜しながらも暗黙のうちに商ロ叩・貨幣
（３）戦時共産主義の理念と実際の状況については、Ｍ・ドップ『ソヴェート経済史』上（野を村一雄訳、新評論社昭和一一一一
年、日本評論社一九七四年）第五章、Ｅ・Ｈ・カー『ボリシェヴィキ革命』第二巻（宇高基輔訳、みすず書房昭和四一一
年）第四篇一七等を参照。
（４）「新経済政策と政治教育部の任務」、『レーニン全集』（第四版）第三一一一巻、邦訳大月露店版四九ページ。
（５）前掲拙稿「レーニンに錆ける社会主義経済論」、一一一六’四一ページ参照。この一九一九年綱領が一九六一年の「フルシチ
ョプ新綱領」制定窪で有効であったことは注目さるぺきである。
（６）国『伝邦訳四五’四八ページ参照。『鳶ご官悪旦討ＱｇＱ具房（同８嵩ミミも．⑬中－日．
２一九三○年代モデル
8８ 
関係を計画の中に事実上織りこんでいる、本来的に二律背反的な計画化方式であった。
一九三○年代モデルにおいては、たしかに、生産の最大限の集積を意図して企業段階を論理的に無視した戦時共
産主義とは異なって、むしろ個交の企業が個別的生産単位として重視され、企業単位での経済計算制（ホズラスチ
ョー卜）も不十分ながら導入された。しかしながら、一九二○年代前半のネヅプ初期に認められていた、生産品目、
販売・購入に関する企業の自由裁鐘権は大幅に制限され、拘束力を持つ年度計画命令によって各企業に品目別生産
高が指定された。資材の調達は、企業間での直接契約から、中央計画機関による割当て配分（いわゆる資材・機械
補給制度）に移行した。かくして、モーリス・ドップによれば、もっとも中央集権的な時期には、企業にあたえら
れる計画指標は、総産出量、生産品目および品質に関する明細規定、原価および労働生産性、資本支出、労働力と
（７） 
賃金、資材・部ロ叩・燃料・設備などの割当て配分量、財務諸規定など全部で五○○にも達した。この当時（戦後の
一九五○年代）の国家部門の企業数は約四万に達していたので、中央計画機関は二○○○万個の計画指標を作成し
なければならなかった）」とになる。
このような計画化方式のもとでも、商品・貨幣関係は事実として存在を続けた。周知のようにスターリンは、一
九五二年の論文「ソ連邦における社会主義の経済的諸問題」（いわゆるスターリソ論文）において、ソ連における
商品生産の存在を、「二つの所有」で説明した。スターリンによれば、国家的所有に属する国営工業企業の生産す
る生産手段は商品ではない。しかし集団的・協同組合的所有に属するコルホーズの生産物は商品である（なぜなら、
「コルホーズはその生産物を商品の形ででなくては譲渡したがらない」から）。したがって、国家的セクターとコ
ルホーズ的セクターとの経済関係においては、生産手段といえども商品形態をとる。この二つのセクターに代って
すべてを包括する単一のセクターがあらわれた時には、商品生産も商品流通も消滅するはずである。｜ろの所有、
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二つのセクターが存在するあいだは、「商品生産と商品取引とは、わが国〔ソ連〕では現在、たとえば約三○年前
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」
ここでは、国営企業の生産する消費財（生産手段とは異なって、市場を通じて所有者が移転する）の商品的性格
が明確にされていない。スターリンの発想は、ネップ期において小規模農民経営の存在から商品・貨幣関係の過渡
的存在を説明した論理の延長であるが、それだけにかえって、社会主義的生産関係に含まれると規定されるコルホ
ー
ズ
と
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それはとにかく、スターリンの論理では、国家的セクターでは商品生産は存在しない、とされており、一九三○
年代モデルの現物的計画化としての性格に照応している。しかしながら、スターリン死後の一九五○年代後半以降
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国
家
的
セ
ク
タ
ー
そ
の
も
の
の
内
部
に
求
め
る
論
議
が
展
開
さ
れ
た
。
ス
タ
ーリンの「所有説」を批判して、商品生産の根拠を社会的労働の未成熟に求める「労働説」、個別的生産単位とし
て
の
企
業
の
相
対
的
分
離
性
・
孤
立
性
に
求
め
る
「
分
離
説
」
な
ど
が
登
場
し
、
い
ま
や
国
営
企
業
の
生
産
物
も
商
品
で
あ
る
と
い
う
（９） 
見解が多数を占めている。この「所有説」批判は、一九三○年代モデルの発想に対する理論的批判の開始を意味し、
一九六○年代後半の経済改革導入への道をすでに準備するものであった。
一九三○年代モデルの実践的諸結果、すなわちまず第一にソ連における「社会主義的工業化」について、一九一一一
三年にアメリカに亡命したＮ・ジャスーーーは、最近の著書でつぎのようなきびしい評価を下している。「ネップ
に続く時期は、農民経営の急速で全面的な強制的集団化によって特徴づけられており、それは農業生産高の低下を
もたらし、何百万人もの餓死をまねいた。この時期は、その上に、生産物の質、労働生産性、生産コストを無視し
9０ 
てエ業生産、とくに重工業生産の壁を拡大しようとした時期である。このことは、工業製品の産出量でさえ増大を
（皿）
停止するほどの混乱をもたらした」。
一九五○年代後半にポーランドにおけるソ連型工業化の是正にあたったオスカー・ランゲは、一九三○年代モデ
ルの歴史的根源としての軍事的性格を強調している。ドイツ・ファシズムとの軍事的対抗の必要が「工業化の方法
を指示した。さらにこのことは、強制的集団化の助けをかりて農業制度を改造する方法にも大きな影響をおよぼし
た。……われわれは〔ポーランドにおいても〕工業化を資本主義国でも適用された戦争経済の方法によってやりと
げたと、実際上言うことができる。……しかし、経済的刺激を行政的決定や道徳的・政治的アピールでおきかえた
このような戦争経済の方法は、ある期間は必要かつ有用でありうる方法であるが、国民経済管理の恒常的な方法で
はありえないのは、明白なことである。」したがって、一九三○年代モデルが戦時共産主義モデルの継承であると
すれば、戦時共産主義のまさに「戦時」的側面が一九三○年代モデルをも特徴づけたことになろう。
ランゲは、この「戦争経済の方法」を、また「官僚主義的・集権的方法」ともよんでいる。「官僚主義的・集権
的方法は、わが国〔ポーランド〕では、戦争経済の手段、すなわち戦時下のある状況のもとで、実際には別の目的
のためにでばあるが資本主義国家も使用することのある、技術的手段の助けをかりて行なう社会主義建設の方法で
あった。……集権的・官僚主義的機構は、ちょうど治安機構が国家機関のなかで自立的な政治勢力となったように、
ある意味で自立的な政治的・経済的勢力となった。このように、徐盈にプロレタリアート独裁がこの集権的・行政
（、）
的機構の独裁に地位をゆずり渡していったのである。」
こうした「官僚主義的・集権的方法」、「戦争経済の方法」としての一九三○年代モデルの性格を、ラソゲの同僚
であるプルスはつぎのように説明している。一九三○年代モデル（プルスによれば「中央集権的計画経済モデル」）
９１現代社会主義における計画と市場
１、中央計画機関への経済決定の最大限の集中（企業レベルの具体的生産目標をも設定）。
２、計画機構の垂直的結合（中央ｌ↓省Ｉ↓管理局ｌ↓トラストまたは企業連合ｌ↓企業という系列。企業間の水
平
的
結
合
Ｉ
供
給
者
・
需
要
着
と
し
て
の
Ｉ
は
副
次
的
）
．
３、計画の命令的性格（下級レベルにおける選択は不可能で、義務的勧告と行政的手段が併用される）。
４、物量単位による計画編成（生産能力に関する完全な情報収集を予定して、使用価値による配分を意図）。
５、国家的セクター内での貨幣の受動的役割（貨幣計算への不信）。
一九三○年代以降、ますます多くの経済決定が中央に集中し、市場形態から現物による資源配分に移行してゆく
過程は、一般的な合法則性として、厳密に社会主義的な計画化の成熟として、発展の正しい．〈ターンとして理解さ
れ
た
。
経
済
の
機
能
に
お
け
る
欠
陥
と
困
難
は
、
過
度
の
中
央
集
権
の
結
果
で
あ
る
よ
り
は
む
し
ろ
中
央
集
権
が
不
十
分
で
あ
る
こ
と
の結果であるとされて、計画はさらに詳細なものとなり、生産手段の直接配分がさらに拡大された。このような経
済機構は、政治機構におけるいわゆる「スターリン体制」に照応する。
一九三○年代モデルが第二次大戦後のポーランドにも適用された結果、プルスによればつぎのようなマイナス面
が顕在化した。
１、生産の非弾力性（生産品目・品質に関する需要構造の変化への不適応）。
２、過大な生産コスト（過度の投入による計画目標の達成）。
３、企業および部門の「自力発展」の排除または強力な抑制（生産改善・技術進歩への刺激の弱さ）。
４、経済的刺激の不適当な利用（国家的利益と個人的利益との分離）。
の基本的標識はつぎの五点である。
9２ 
（吃）
５、国家機構および経済機構の官僚主義化。
もちろん、一九一一一○年代モデルがマイナス面しか持たなかったわけではない。前記のジャスーーーの評価は、一九
一一○年代に経済機関に勤務した彼自身および友人たちの運命の激動から、事態をやや一面化している。一九三○年
代モデルは、ランゲも認めているように一定の歴史的状況の所産であって、後進的な経済水準にある孤立した一国
が、限られた資源を高度に集中して短期間にエ業化を達成する手段としては、それなりに有効であった。
しかし、スターリン死後の一九五○年代後半においては、前記のような一九三○年代モデルの現物的性格に対す
る理論的批判とともに、プルスの指摘するポーランドの場合と類似の事態が、ソ連においても従来の計画化方式に
対する現実的批判として顕在化した。中央計画機関が二○○○万もの計画指標を精密に決定しなければならない、
という事態は官僚機構をとめどもなく膨脹させた。農村の労働力を吸い上げて工業に無制限に投入する（この限り
では労働生産性の向上は関心の外におかれた）やり方は限界に達し、企業レベルでの技術革新の促進が課題となっ
た。極度に重工業を優先した工業化の目的が一応達成された結果、計画の大目的は第二部門の発展、撹費需要の重
（⑬） 
視へと徐々に移行せざるをしえなかった。
このような事態は、多かれ少なかれ、一九五○年代から六○年代にかけてのソ連および東欧諸国に共通するもの
であった。外延的エ業化（資源の投入量増加によって産出量の拡大をはかる）から内包的工業化（投資効率改善、
労働生産性向上によって価値を増大させる）への移行ということが、主要な課題として提起された。しかし、この
ことは、従来の計画方式、従来の経済政策の単なる手直しによって解決する問題ではなかった。
一九一一一○年代モデル自体が、あらためて問い直されなければならなかった。一九三○年代モデルは、戦時共産主
義モデルを理念的に継承しながら、現実に存在する商品・貨幣関係を事実上承認したものであった。その内的矛盾
９３現代社会主義における計画と市場
峰工業化の進展とともにますます拡大した。解決は、論理的には二つの方向で可能であると承なされる。一つの
方向は、当初の理念にたちかえって、生産と分配を完全に計画に包含して中央集権的な現物的計画化の貫徹をめざ
すことであり、これは戦時共産主義モデルへの復帰である。技術的な可能性を問わないとすれば、この方向は一つ
の解決であり、中央集権の強化による官僚主義化の危険は、中央の主導下における大衆の参加、下からの監視の強
化によってある程度まで排除される。この方向が、中国における「文化大革命」のさいに、とくにその初期の発想
にあらわれていると染ることができよう。
もう一つの方向は、社会主義の現段階における商品・貨幣関係の位置を理論的にも承認して、市場メカニズムを
広汎に利用し、計画と市場との有機的結合をめざすことである。この方向は、戦時共産主義モデルからの明確な発
想の娠換を意味する。東欧諸国における「分権モデル」の発想は、この意味で理論的にも新しい実験である。もち
ろん、モデルはあくまで理論モデルであって、現実の経済改革がいずれかのモデルの通りに行なわれたわけではな
い。しかしながら、どの方向をとるにせよ、明らかなことは、いまや一九三○年代モデルがその歴史的役割を終え
た
と
い
う
こ
と
な
の
で
あ
る
。
（７）Ｍ・ドッブ箸、佐藤経明訳『社会主義計画経済論』、合同出版、一九七三年、第二章参照。
（８）スターリン『ソ同盟における社会主義の経済的諸問題』、青木文庫版孚高基輔訳一九五三年）一一一○’一一一一ページ、六
九ページ。国民文庫版二三－二四ページ、六一一一ぺｌジ。
（９）岡田裕之「社会主壌商品論」、『経営志林』第二巻一号面四九・六）参照。なお、ソ連の『経済学教科書』仁赫いて
は、初版（一九五四年）と第二版二九五五年）では、「社会主義のもとでの商品生産」の根拠をスターリン論文と同様
に「二つの所有」で説明しているが、ブルシチ雪プ時代の第四版（一九六二壬では、社会的分業が「商品生産の一般的
基礎」であるとして、生産手段の商品的性格についてのぺている。
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モ
デルの発想
一九三○年代モデルが戦時共産主義モデルからひきついだのは、商品・貨幣関係が社会主義経済にとっては外的
要因であり、計画経済のもとで急速に消滅すべきものである、という理論的信念であった。しかし、現実に商品・
貨幣関係は現代社会主義経済と長期にわたって共存しており、近い将来にそれが消滅するという展望はほとんどな
現代社会主義において商品・食幣関係が存在している理論的根拠を、あるものはスターリンのように．一つの所
有」にもとめ、あるものは生産の集積の不十分さによる企業の孤立性にもとめ、あるものは労働の私的性格にもと
め、またあるものは現在の技術水準での現物的計画化の困難さにもとめている。この理論的根拠の問題に深入りす
ることなしに、また個別的生産単位としての企業の存在を前提として（なぜなら、商品・貨幣関係の存在も基本的
経済単位としての企業の位置も事実としては自明のことであるから）、ポーランドのＷ・プルスは、一九六一年の
（Ｍ） 
著霞で社会主義的計画経済における「分梅モデル」の構想を展開している。
い
◎ 〆ロ・亀・ジャスニーは、彼自身の言葉によれば「長期にわたってメンシェヴィキ組織に正式に所属したことはないが、思考
方法においてはつねに一人のメンシニヴィキであった」（置旦も・い）。引用文の「ネヅプに続く時期」とは、エ業化方針が
決定された第一五回党大会（一九二七年一二月）以後をさしている（旨」》？②『）。
五）オスカー・ランゲ署、鶴岡重成訳『政治経済学と社会主義』、日本評論社、一九七四年、一○六－一○八ページ。引用
した部分はゴムルカ復活直後の一九五七年一一月の発言である。
（⑫）国：》邦訳一○八’一一七ページ、一一一一七’一一一一八ページ、一四一一一－一四四ページ。肖曽量口悪負曾口与Ｑ貝斡厚？
§員電・己．＄－国・己・餌干－撰已・ｓｌｇ・
（過）ドップ『社会主蕊計画経済論』、第三章参照。
９５現代社会主義における計画と市場
プルスは、社会主義体制におけるすぺての経済決定を一一一つのグループに分割する。第一のグループは、基本的な
マクロ経済的諸問題（成長のテンポと主要な方向、国民所得分配の原則など）に関する決定で、これは通常、社会
主義経済においては中央レベルでの集権的な直接決定でなければならない。他方で、プルスによれば、「現在予見
しうるかぎりでは、社会主義経済が、生産力の発展水準にかかわりなく一定の形態での市場的諸関係をも排除して
存在しうるとは容認しがたい。」とくに、所与の所得のもとでの個人の消費構造にかかわる決定、または職業と就
鬘所の選択にかかわる決定ｌこれが第二グループの篝決定であるＩは、篝例外的な時期をのぞいて峰
中央の直接決定ではなく分権化されａの、の。：一一いの」）、市場を媒介とした個人の決定にまかされなければならない。
経済決定の第一一一グループ（実際の位置としては第一グループと第一一グループとの中間段階にある）は、それ以外
の、「経常的経済決定」（個別企業および部門における生産、支出の規模と構成、販路と補給源、投資の選択、報酬
形態の細目などに関する決定）である。この第一一一グループの経済決定が中央集権化されているか分権化（Ⅱ企業段
（陽）
階での決定）されているかが、中央集権モデル（一九三○年代モデル）と分権モデルとの分岐点となる。
したがって、一九三○年代モデルも消費財や労働力の行政的（強制的）配分を予定した蝋ので朧なくｌこの点
に一九三○年代モデルと戦時共産主義モデルとの主要な差異がある。プルスによれば戦時共産主義は「例外的な時
期」にすぎないｌこれに薑される「分櫓モデル」も、社会裏体制を鑿の蔓としているかぎり、マクロ的
な経済決定の集権化を排除するものではない。
プルスの「分権モデル」（四号月具旦常」日・」の一・・：日・」の一具働崗旨目巴の８．．日］乱昌“ず巨芹‐〕ロ『目鼻の７
日ｇ宮口一ｍ目）の特徴は、「経済決定の多重レベル」にある。すなわち、中央レベルでの決定と企業レベルでの決定
との併立である。中央レベルでは、長期的な展望のもとでマクロ的な経済決定が行なわれる。そのような決定とし
妬て例示されているのは、生産および国民所得の増大テソポ、蓄積と消費への国民所得の分割、固定投資と在庫投資
への蓄積部分の分割、産業部門別、地域別の主要な投資先の決定、共同消費と個人消費への消費部分の分割、所得
構成の変化の決定、生産の部門別、地域別構成、最重要生産物の物量単位による産出高の決定、雇用と労働生産性、
外国貿易の規模と構成、などである。
その他の経済決定（前述の第二グループをのぞく）は、分権モデルにおいては直接に企業レベルで行なわれる。
企業は自主的に再生産過程を組織し、収益性の原則（官・｛ぼず一一一ｑ日日苞の）に依拠して自主的に経済決定を行
なう。「とくに生産の目的と方法に関して、実質的な選択の権利を持つ企業の運営にとっては、この原則は唯一可
能な原則である。」この収益性の原則は、最終的には利潤の極大化（Ｒ・〔一目園は目８回且に帰着する。「社会主義
企業の活動目的としての利潤が、全社会的目標の達成のため十分その役割を果すかどうかは、明らかに議論の余地
がある。」これは、市場メカニズムの間接的規制に関連する要因である。
分梅モデルにおいて、企業は経常的な生産の規模と構成をみずから決定し、資材・機械の供給源を選択し、製品
の販路を選択する。企業は自己資金による投資の規模と投資先を染ずから決定し、報賞制度、就業構造についても
自主的に決定する。しかし一方、分権モデルにおいても中央計画の優位は保障される。それは、第一には中央レベ
ルでの直接の経済決定（前述の第一グループ）の存在であり、第二には、利潤極大化の上にうちたてられた企業の
決定が計画の基本目標と一致するような、経済的諸条件の形成を目的とする一連の間接決定が中央レベルで行なわ
れることである。このような間接決定としては、減価償却率、利子率、生産手段の価格、賃金体系、税制、関税、
為替政策の決定などがあげられているが、とくに価格形成制度が重視され、企業にとって価格が．ハラメータ的性格
（応）
を持つことが要請されている。
９７現代社会主毅における計画と市場
このような分権モデルの有効性について、プルスは肯定的な論拠としてつぎの五項目をあげている。
１．薑に対する供給の弾力性の保障（市場メカ』｜ズムの利用腱よって、薑の変化に対する供給側の対応がｌ
一定のわく内で－１供給者と需要者との直接関係にゆだねられ、中央レベルでの裁断を待つ必要がなくなる）。
２、生産要素の合理的利用（収益性原則のもとで、企業は生産の効率化、資源の節約などを通じて、予定された成
果のための支出を最小限にとどめようと努力する）。
３、均衡成長の保障（ここでは、企業の「自力発展」の促進、企業間競争の存在が全体としての拡大再生産の均衡
をもたらすことが予定されている）。
４、中央レベルでの計画活動の改善（企業レベルでの自主的決定が容認される結果として、中央計画機関は膨大な
日常的決定の必要から解放され、基本的、長期的な課題に集中することができ、これによって計画化の効率が全
体としていちじるしく向上することになる）。
５、大衆の創意の発展の可能性（経済決定における企業レベルへの分権が、企業管理への労働者の参加を実体的な
（Ⅳ） 
ものとし、労働者自治を促進する）。
分権モデルの有効性に対する疑問の第一は、マクロ的な中央計画が予定した一般均衡が、市場メカーーズムの作用
によって撹乱される可能性があることである。これに対してプルスは、中央レベルからの間接的規制が有効に作用
することを期待しているが、これだけでは不十分な場合も考慮して、間接的経済的規制と直接的行政的規制との組
合せを提起している。また第二の疑問は、果して市場メカーーズムを利用した生産の規制が有効に作用するか、とい
うことである。この点から分権モデルを批判する論拠の一つは、中央集権方式のもとでは生産を事前に、直接に規
制
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9８ プルスの反批判は、一方では、マクロ的な中央レベルでの事前の直接決定のわくが存在しそのわく内で市場〆カニ
ズムが機能するのであることを強調し、他方では、細部にわたる事前の決定は多くの誤りを含む可能性があるので、
いずれにせよ事後的調整は必要になるのであり、その点に関しては分権モデルの方がはるかに大きなメリットを発
へ咄）
揮できるはずだ、としている。
このプルスの議論は、市場メカーーズムの利用についてはかなり楽観的であるが、それとともに従来の指令的６行
政的方法の併用についてもかなりの比重がおかれていることはたしかである。しかも、プルス自身は、こうした
分権モデルが唯一の正しい解決の方向であるとは主張していない。むしろプルスは、中央集権方式も分権モデルも、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
いずれも可能な解決であるとしているのである。「・…・・理論的には、これらの形態のいずれをも、アプリオリに、
、
、
、
．
、
社会主義的計画経済と基本的に一致するとか一致しないとか断定する》」とはできない。行政的指令を計画化の同義
語として崇拝したり、市場メカニズムを客観的経済法則、とくに価値法則の要請との調和の同義語として理想化し
たりする理論的基礎はない。直接命令を通じて客観的経済法則の要請が達成可能であることを否定したり、市場〆
、
、
、
、
、
、
、
、
、
カーーズムを通じて計画目標への到達が可能である》」とを否定したりする理論的理由はない。とくに、規制された市
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
場メカニズムの理論は、教義上の理由から強く攻撃されたが、それ自身では、社会主義に無縁のもの、社会主義経
、
、
、
１
１
，
１
１
，
１
，
，
℃
も
、
１
１
１
Ｖ
、
、
、
、
、
、
、
（
⑬
）
済の領域とは基本的に一致しないものは何も含んでいない。」（強調は原文による）
プルスの強調が分権モデルの市民権獲得にあることは明白だが、この議論のかぎりでは、中央集権方式によっ
ても合理的な経済運営は可能なのであり、分権モデルを選択するかどうかは具体的な経済情勢によって判断され
うることになる。このプルスのいわば不透明な立場は、本節のはじめにのべたように、社会主義経済における商品
・貨幣関係の存在の理論的根拠についてプルスが深入りせず、現段階における所与の条件として処理してしまって
場
さ
れ
て
複
数
の
経
済
的
利
｛
市唾分権モデルに対する阯
嶽によれば、社会主義経》
鮒質性が含む利害対立里
隷ては、商品・貨幣関係」
篝唯一可能な選択である。
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9９ 
シークの論理は、社会主義の現段階（この段階規定はもっぱら生産力的視点からなされる）においては労働はな
お単調であり、固定的な分業が支配的であって、労働がそれ自身のための創造的な仕事とはなっていない、という
ことから出発する。この段階では、人々は労働そのものを喜びとして働くのではなく、他人が生産した使用価値を
チニコスロヴァキァにおける一九六八年の改革の象徴的存在の一人であるオタ・シークは、一九六七年の論文で
プルスの問題提起を高く評価しながらも、プルスのこの不透明さを鋭く批判した。「……この著作の巨大な価値に
もかかわらず、われわれはここでも、社会主義経済における商品・貨幣関係と市場の存在の客観的必要性について
、
、
、
い
い
、
の説明も、また』」れらの諸関係が従来の行政的計画化の方式によって制限または抑圧された場合には経済的対立の
、
、
、
、
、
Ｔ
ｂ
１
℃
、
、
解決が不可能である》」とについての説明も見出しえない。市場的諸関係の説明は、生産諸力の発展の所与の段階に
おける社会主義的労働の内的諸矛盾に求められておらず、したがって市場は、社会主義的計画化のわく内でこれら
の諸矛盾を解決するのに必要な経済形態としてはあらわれていない。その結果、分権的管理雪フルはなお、単に可
、
、
、
、
能な諸モデルのひとつと糸なされるにとどまり、他方で管理における集権と分権との区別は、知識量の問題と承な
（、）
されて複数の経済的利害が内包する諸矛盾とは結びつけられていないのである。」（強調は原文による）
分権モデルに対するオタ・シークの積極的な評価は、すでにこの引用によっても明らかであろう・オタ・シーク
によれば、社会主義経済の生産力発展の現段階においては、労働はなお「入念の第一の欲求」たりえず、労働の異
質性が含む利害対立の調整は市場を通じて、商品・貨幣関係を通じてしか実現されない。したがってシークにおい
ては、商品・貨幣関係は社会主義経済の現段階において客観的に必要なものであり、したがってまた分権モデルが
いることに起因する。
100 取得する必要に迫られて働くのである。したがって人☆は、生産者としては労働の報酬がそうした欲求に適応した
体系となることを要求し（この適応が企業レベルでの敏感な対応を必要とするので、このことは結局、企業活動の
自由の拡大を要求することになる）、消費者としては商品に対する自由な選択が可能となる場、すなわち市場関係
を要求する。かくして、シークにおいては、企業の相対的な自立性と商口中貨幣関係は、第一に消費者選択による
企業活動の評価を可能にさせるという点で、第二に等価交換を保障するという点で、第一一一にコスト削減の努力を通
じて賃金フォソドの上昇をもたらすという点で現段階の社会主義経済に必然的なものとなる。
シークはつぎに、従来の計画化理論の基礎にあった「所有」の神話を批判する。生産手段の社会的所有が存在す
ればただちに労働が社会的性格のものとなって計画的生産が全面的に可能となり、少なくとも国家的所有内部にお
いては商品生産が消滅する、という見解に反対して、シークは、この見解は、第一に、認識過程を極度に単純化し
て、細部にわたる計画化が実際に可能であるとする錯覚におちいっている、と批判する。第一一に、社会主義経済に
おける複数の利害がおよぼす作用が軽視され、「企業集団の客観的に基礎づけられた特殊な物質的利害の存在と、
中央と企業とのあいだ、および異なった企業のあいだでの非敵対的対立の不可避的な発生」が無視されて、社会主
譲の企業はつねに社会的利益と一致した行動をとるものと予定されてしまっている。
かくしてシークは従来の行政的・指令的計画管理制度にかわる「社会主義的市場」を提唱する。この場合にも、
プルスと同様に、大わくとしての計画的規制が前提されている。すなわち、基本的な生産構造は全般的な計画によ
って規定され、技術政策、投資政策、および要員の養成は計画的統制のもとにあり、国民所得の全体的な分配は計
画にゆだねられ、基軸となる価格の動きや全般的な価格水準も計画によって規制されることになっている。しかし
またシークは、これらを前提としたうえで「形式的な計算機能をではなく、其の経済的機能を果たす」、「真の市
現代社会主義における計画と市場
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101 場》其の商ロ平貨幣関係」を要求する。これによって、計画と市場の有機的連関が可能になる、とするのである。
最後にオタ・シークは、こうした理論的基礎から、チェコスロヴァキアが当面する経済改革（一九六五年に開
始）の諸原則を説明する。それは以下の四点に要約される。
１、計画化の作業は根本的に変更され、中央の経済計画は、需要動向のリアルな分析、技術的・経済的分析、最
適解決の計算などにもとづいたマクロ経済的成長の問題に限定される。
２、企業は生産条件と市場条件に適応して最適計画を作成する自由を持ち、投資プロジェクトの選択に関しても
大きな発言権を持つ。すべての投資は企業の自己資金または企業へのクレジットによってまかなわれることに
４、価格は社会的必要生産コストに規定されるが、均衡価格の形成は市場での生産者と消費者との関係に依存す
る。いずれかの一方的な利益を規制するために、市場独占の排除、競争の奨励、投機活動の規制などの措置が
（皿）
必要であるが、基本的には市場圧力が企業活動に正しく反映されることをめざす。
したがって、シークの構想においては、自由競争を前提とした市場メカニズムの機能に対する高い評価が中心を
占めている。市場メカーーズムのプラスの側面は十分に利用し、マイナスの側面は政策手段で抑制することが可能だ
としているのである。しかしながら、シークにおいては、プルスが「火と水を和解させる問題」と指摘した価格の
二重の機能（需給関係を反映した自由な変動と、政策手段としての。〈ラメｌ夕機能）の統一に関してあまりにも楽
３、中央は、ガイドラインの役割を果たすマクロ経済計画の実現のために、財政・金融上のテコを利用する。そ
れは、企業利益の一部の再配分、クレジット条件、利子率、価格、税制、関税、輸出プレミアム、補助金など
なる。
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観的である（実際にチェコ改革ではインフレ的物価上昇が生じた）。
また、プルスの場合と比較して、シークにおいては労働者自治の問題、政治的民主化の問題が改革プランの必要
な構成部分とはなっておらず、もっぱら経済的合理性の追求が中心となっている。チニコの経済改革の実際の進行
の過程では、むしろ経済改革の前提条件としての政治的・社会的改革が中心問題となり、結局は一九六八年八月の
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しかしこのことは、シークの問題提起があやまりであったことを意味するものではない。シークはそれなりに、
現代社会主義の状況をリアルに把握して改革の櫛想を提起したのであり、実態をおおいかくしてレッテルをはるこ
とによっては問題は解決しない。理論的にも実践的にも、現代社会主義は試行錯誤の努力を必要としているのであ
ろへ
ｏ２２ 
ｈ－〆
口）「分権モデル」は実践的にはすでにコミソフォルム追放後におけるユーゴスラヴイァの経済管理にあらわれている。
一九五○年代に経済的孤立の中での試行錯誤によって形成されて行ったユーゴ独自の計画理念をどう評価するかは重要な
問題であるが、ここではそれには立ち入らない。「１１。．型」については、岩田昌征「ユーゴスラヴィァにおける計画思
想の歴史的変遷」、佐藤経肌編『ソ連・東欧諸国の経済改革』、アジア経済研究所、一九七三年、所収を参照。なお、Ｍ・
ケイザー箸、岩田昌征・長尾史郎訳『現代ソビエト経済学』、平凡社、一九七三年、の末尾付録にソ連型経済改革とユー
ゴ型経済改革との商にして要を得た比較表がある（ポーランドの『ポリティヵ』紙による）。
（巧）西日鴎》邦訳一○五ページ。弓意豈合、貿計・陣鼠具禽厚§ミミ・己・臣・
（通）因『こい．邦訳二二四’二一一一五ページ参照（一一一一一○ページでは分権化モデルが集権化モデルと誤記されている）。弓青学旨『‐
鷺討・讐同ミミ厚冒冒這・ロ・］患ｌ］急・価格制度は、一方では需給関係の変動に応じて十分に伸縮可能なものでなけれ
ばならないが、他方では、中央レベルからの間接的規制の手段として、、ハラメータ機能を持たなければならない。プルス
はこれを、「水と火を和解させる問題」とよんでいる。
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不幸にも、モデルに関する理論的な論争は社会主義諸国内部では不十分にしか展開されなかった。一方では、一
（麺）
九六二年のリーペルマソ論文以来、中央集権的計画制度の部分的緩和という形で、市場メカニズムの評価がなしく
ずしに上から行なわれていながら、そのことを理論的に体系化する作業は、一九六八年のソ連のチェコ介入以来、
明らかにブレーキをかけられている。経済改革そのものは、一九六五年九月のソ連共産党中央委員会総会をきっか
（Ⅳ）、２ｍ・邦訳二一一一一（
（咽）ロ『巨⑫壱邦訳二五一
（四）国『Ｅｍ・邦訳一一二一
（、）○芭の一戸・・・の○○ヨーー
ロヨぐロ“】ご祠『の脇》巳
（、）ご匙・壱・】患Ｉ】弓・
（理）チェコスロヴァ学
ニハンガリーにおける経済改革の評価
チェコスロヴァキアの一九六八年の諸改革プランについてもこのような試行錯誤として評価さるべきであろう。これを
社会主義の危機と即断して武力干渉を行なったソ連の態度こそ非難されなければならない。筆者はチェコ事件直後に『経
済評論』一九六八年一○月号の経済時評（無署名）で、「チニコ問題と社会主義の発展方向」と題してこのような立場を
表明した。また同年一○月に、日本の経済学者八○人がソ連の経済学者たちに送った軍蛎介入批判の手紙にも参加した。
この手紙とそれに対するソ述側の返信とが、日本側の発信名義人であった高橋正雄氏の著作『わたしの造反』（競売新聞
社、一九七○年）の二一三’二四○ページに全文引用されている。
１
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形
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過
程
邦訳二一一一六’二五一ページ参照。豊〕量ご貫冒員のミミミ同Ｒ§言］・巳・岸ミー』劃・
邦訳一一五一一’二六○ページ参照。弓育ミミ貫言？切目ミミ厚ミミミ》己．］ヨー】｛）ｍ・
邦訳一一二一一’二一一一一一ページ。『意三ご貿言ロ、。（ミミ」厚ｓ§ども局『ｌ』路．（引用文は英文による）。
六・・・の○○一色一一⑫｛ご【胃六日”の一具一○扇色弓」勺一勢ご【】一『】、・・マヨ功・ミミ苛言・ｏｎ鷺冒（冴蔓③君国向８詮○言一○。ごミニ・（）色ヨヶ『一旦、の
『宅『の脇ご』の①『］つ・』←Ｐ
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けとするコスィギン改革」のスタートによって、ソ連および東欧各国でそれぞれに進められたが、その表向きの
理由はいずれも経済成長率の鈍化傾向に対する政策的対応であり、従来の計画制度に対する全面的な再検討のため
には、政治的障害があまりにも大きかった。
ソ連ｄ東欧の経済改革の方向は、一九三○年代モデルと分権モデルとの中間での試行錯誤にほかならない。これ
を大きく分類すれば、ソ連・東独型とチェコ・ハンガリー型との二つのタイプに分けられる。前者には大部分の東
欧諸国が属し、基本的に中央集権的計画化方式を維持しながら、市場メカニズムの一部導入によってこれを補完し
ようとするものである。それに対して、チェコ・ハンガリー型は、国家的計画（主として長期のマクロ指標に関す
るもの）のわく内で市場メヵーーズムの利点を股大限に利用しようとする。このようなタイプの差を生糸出した経済
的背景としては、後者の諸国では以前から比較的に工業化が進んでおり、古典的な意味での「社会主義的工業化」
の課題がほぼ解決して、いわゆる外延的発展から内包的発展への転換が当面の課題として要請されていたこと、し
か
も
外
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方式からのより大きな幅での離脱をもたらしたということがあげられよう。
しかしながら、必ずしも同種の経済的背景が同一のタイプの経済改革を生糸出したわけではない（たとえば、東
ドイツとチニコのタイプの差がある）。ここでは、経済改革における理念上の差異が重要な役割を果している。ソ
連。東独型経済改革の場合には、従来の計画化方式の理念的前提を維持しつつ、もっぱら生産力的視点から、従来
の経済制度そのものの経済的効率を高めるために市場メカニズムの部分的利用の実験を行ない、その実験の進行の
過程で従来の理念との不斉合が拡大している状況である、といえよう。
それに対して、チニコ・ハンガリー型の場合には、当初からであれ中途からであれ、従来の計画化方式の基本理
念の再検討が提起され、経済改革が経済的・社会的改革として認識されている。この意味では、東欧における一九
五六年のポズナン事件・ハンガリー事件以後の、社会主義的民主主義の再評価の過程と接続しているのである。そ
こには、ソ連・東独型における生産手段の国家的所有の存在への過度の信頼は薄れ、決定過程の民主化、経済的合
理性の追求が社会主義に不可欠のものとして強調される。
しかし、後述するように、チニコ・ハンガリー型においても、決定過程への直接的生産者の参加は不十分にしか
保障されず、民主化は企業管理者層レベルにしか及んでいない。この点に関しては、政治的障害の存在を別にして
も、経済的合理性ないしは効率という基準と、民主化ないしは労働者自治という基準とが簡単には一致しない、と
いう重要な問題が含まれている。しかしそれでもなお、チニコ・〈ソガリー型の経済改革においては、主要な経済
単位は企業であり、企業自治という一点において効率と民主化とがある均衡を保持する可能性がある。
繩これに対して、ソ連・東独型の場合には、企業よりもむしろトラスト型の企業合同が重視され、生産の集積にょ
配る生産単位の巨大化によって、企業レベルと中央レベルとの間に現存する諸矛盾を中央レベルへの吸収の方向で解
識決しようとする傾向が生じる。またソ連・東独型では科学技術の発展に対する楽観があり、コンピュータ技術の進
けお歩による巨大規模での経済計算が可能であるとして、企業自治の問題を当面の技術発展のおくれによる一時的識歩
に華の問題と理解しがちである。かくして、社会主義経済の現段階における「企業」の位置づけについても、経済改革
準の一一つのタイプのあいだには発想の大きな相違があるのである。
鍬もちろん、こうした発想の相違がそのまま現実の政策の相違となってあらわれているわけではない。チニコ。〈
５ソガリー型の発想は、前述のプルスに明らかなように、むしろ最初はポーランドでポズナン事件当時にめばえたも
０
 
１のであり、それがポーランドでは現実の政策となって発現せ二，（プルスは現在、事実上の亡命状態にある）、一九
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六五年以後のチェコでかなりドラスチックな形で表面化した。チェコの改革は一九六八年のソ連の武力介入で後退
を余儀なくされ、同年にスタートしたハンガリーの経済改革は当初からソ連を刺激しないよう左形での実施が意図
さ
れ
た
た
め
、
最
初
の
発
想
か
ら
は
か
な
り
距
離
の
あ
る
も
の
と
な
ら
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
。
し
か
し
そ
れ
で
も
な
お
、
ソ
連
・
東
独
サブシステム Ａ 
蓄積指向
集樋的・行政的
物質的刺激
エリート・グループ
Ｉ成長モデル
ｕ管理形態
Ⅲ刺激方法
1Ｖ決定主体
需要指向
分権的・パラメータ的
非物質的動磯
勤労者，市民
（
態
か
ら
は
か
な
り
距
離
の
あ
る
も
の
と
な
ら
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
。
し
か
し
そ
れ
で
も
な
お
、
ソ
連
・
東
独
型経済改革とハンガリーの経済改革（いまやチニコ・ハンガリー型の改革としては唯一のも
の）との相違は検出可能である。
かつて一九六八年当時にオタ・シークとともにチニコの経済改革を推進し、現在はフラン
クフルト大学に在職しているイジー・コスタは、一九七二年に西ドイツの経済誌上で、経済
改革の．〈ターンを分類した。彼は、システムとしての社会主義経済を、四つのサブシステム
で分析する。第一のサブシステムは「成長モデル」であって、これは工業化の進展の度合に
依存して変化する。第一一は「管理形態」であって計画・管理の集中化の程度が問題になる。
第三は「動機づけ」あるいは「刺激方法」であって、これは労働の性格、および消費財の充
足の度合が影響する。第四は「決定主体」であって、決定過程の民主化の度合を示す。各サ
ブシステムごとにＡ、Ｂ二極の指標が設定される（コスタは明記していないが、ＡからＢへ
の変化を進歩として評価していることは明らかである）Ｐ
コスタによれば、一九一一一○年代以降のソ連、および第二次大戦後の東欧諸国で一九六○年
代前半まで実施された伝統的な中央集権的・行政的計画化方式は、－Ａ・ＩＡ。ⅢＡ・ＮＡ
という性格のものであった。ここでⅢＡについていえば、「物質的刺激」そのものは（戦時
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サブシステムⅡ Ｂ Ａ 
① マクロ経済的決定
の基礎
決定の集権度
計画目標の設定
形態
投資の集権度
貨幣量
分権的
ぺラメ－夕的
レギュレーター
分樅的投資
（自己資金，信用）
現物赴
集撒的
義務的指
集櫛的役
（国家財政）
②
③
④
 
標
資
共産主義とは異なって）スターリン時代から存在していたのであって、システム全体
の中ではⅢＡかⅢＢかという選択が問題なのではなく、物質的刺激が他のサブシステ
ムとの関係でどう位置づけられるかが問題なのである。
コスタの判断では、ソ連の経済改革はこの性格を大きく変えるようなものではなか
った。これに対して、一九五○年代以降のユーゴ経済はｌＡｌＢ・ＩＢ。ⅢＡ・ⅣＢ
というものであった。すなわち、市場経済指向（ＩＢ）および労働者自治重視（Ⅳ
Ｂ
）
の
点
で
ソ
連
型
と
区
別
さ
れ
る
。
一
九
六
五
－
六
八
年
の
チ
ニ
コ
改
革
も
こ
の
ユ
ー
ゴ
型
に
類
似していた。
一
九
六
八
年
か
ら
実
施
さ
れ
た
ハ
ン
ガ
リ
ー
の
経
済
改
革
は
、
１
Ａ
・
Ｉ
Ｂ
。
Ⅲ
Ａ
・
Ⅳ
Ａ
で
あ
った。ソ連型との相違は、ⅡＢ、すなわち管理形態における分権的。．〈ラメｌ夕的方
式
の
採
用
に
あ
る
が
、
ユ
ー
ゴ
型
と
の
相
違
（
し
た
が
っ
て
ま
た
ソ
連
型
と
の
同
一
性
）
は
Ⅳ
Ｂ
で
は
な
く
Ⅳ
Ａ
で
あ
る
こ
と
、
す
な
わ
ち
労
働
者
自
治
の
欠
除
に
あ
る
。
コ
ス
タ
に
よ
れ
ば
、
「
ユ
ー
ゴの自主管理、および短命に終ったプラハの春における民主化の萌芽をのぞいては、
す
べ
て
の
コ
メ
コ
ン
諸
国
で
エ
リ
ー
ト
的
決
定
階
層
が
定
着
し
て
い
る
」
の
で
あ
っ
て
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
も
そ
の
例
外
で
は
な
い
。
し
か
し
、
少
な
く
と
も
ハ
ン
ガ
リ
ー
に
お
い
て
は
Ⅱ
Ｂ
、
す
な
わ
ち
計
画管理制度における分権化が存在する。コスタは、「分権化は民主化と同義語ではな
いが、決定の民主化は組織上の分権なしには考えられない」として、ＩＢをⅣＢの前
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ソ連型に属する諸国の中では、チェコ以上（ソ連・東欧諸国中では最高）の工業化水準にある東ドイツが独特の
地位にある。コスタの分類では、東ドイツに関してはｌ、Ⅲともに流動的で定義しがたいがⅡはＡに近く、ⅢとⅣ
は明らかにＡであるとしている。独自の経済改革を進めている東ドイツと、ハンガリー経済改革との相違を説明す
るためには、サブシステムⅡ（管理形態）をさらに分割して検討することが必要になる（前ページの表）。
従来の中央集権的計画管理制度においては、計画の中心課題は物財バランスに規定される現物量の確保であった。
東ドイツでは、従来の総生産指標に代って利潤指標が中心になっているが、利潤額（および率）の大きさが計画に
よってあらかじめ設定されているという点で、①Ａに近い。後述するように、ハンガリーでは①Ｂである。②に関
しては、東ドイツでは従来の集樋はやや緩和されたが、分権は人氏企業合同（ｖｖＢ）段階までであって、企業の
自立性よりもトラストの自立性が重視されている。これに対して、ハンガリーでは企業の計画がかなりの自立性を
持っている。③の計画目標に関しては、東ドイツでは指標の数は削減されたがいぜんとして義務的計画指標が存在
し、一方ハンガリーでは、貨幣的レギュレーターによる企業活動の誘導・調整が主要なものとなりつつある。④に
関しては、東ドイツ、ハンガリーともに企業の自己資金による投資が大きなウエイトを占め、この④において東ド
イツはソ連型から分離している。
以上を総括すれば、東ドイツの場合には①ｌ③がＡ、④の承がＢで、中央集権的計画化方式を基本とした部分的
分権化といいうるのに対して、〈ソガリーの場合には①ｌ④のすべてがＢであり、分権モデルにかなり接近してい
（鋼）
るのである。
提条件と糸なしている。
このようなヨンガリー型」の経済改革がどのような歴史的経過のうちに生恐出されてきたかを簡単にふりかえ
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エ業における生産・雇用・生産性の増加率（1950～65年平均，％）
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ACjaOeCCﾘ､卯ljm，Ｔｏｍｕｓ３（1968)，Ｎｏ．１，p､65.
（露）
って象よう。
一九六○年代後半にハンガリーで経済改革の実施を要請した経済的
要因は、やはり外延的工業化による経済発展が行きづまり、チェコほ
どではないがハンガリーでも経済成長の鈍化傾向が示されてきたこと
である。その具体的背景は、ハンガリー工業における低生産性であっ
た（上表参照）。一九五○年から六五年までの一五年間に、ソ連・東
欧諸国のうち工業生産の年平均増加率で一○％を割ったのはチェロと
ハンガリーの二国の染である。しかも、チニコの場合には雇用の増加
テンポの低さを生産性上昇がカバーしきれなかったことが低成長の原
因
で
あ
っ
た
の
に
対
し
て
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
の
場
合
に
は
、
雇
用
増
加
テ
ン
ポ
は
比
較的高かったが、生産性上昇テンポはこれら諸国中の最低であり、こ
れが低成長の主因であった。ハンガリーの工業生産の増加テンポは、
一九五○年代後半の年平均一三・八％から、一九六○年代前半の年平
均七・三％に鈍化してきたのである。
ハンガリーにおける経済改革の発想、いいかえれば従来の計画化方
式と経済政策に対する全面的な再検討は、一九五六年のハンガリー事
件直後に提起されたカーダール新政権の経済政策に、すでにその端初
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（蝿）
とのべている。
が染られる。この時点で、工業では計画目標の義務的指標の数が削減され、企業の自主性がやや拡大された。賃金
支払いに対する国家の規制は緩和されてより弾力的なものとなり、報賞金制度や企業利潤分配なども導入された。
農業では義務供出制度が全廃されるとともに、農業生産協同組合の所得分配方式の改善などの措置がとられた。
しかしながら、ハンガリーで経済改革が本格的に提起されたのは、やはり、一九六一一年のソ連でのリーペルマン
論文発表以後であり、直接の国内的な要因としては、一九六○年代前半の第二次五カ年計画が目標以下の労働生産
性上昇テンポにとどまったことによる。西側のある研究者は、ハンガリーで中央集権的計画化方式への批判が最初
のラーコシ批判当時（一九五三年一月）にすでに提起されていながら、経済改革の着手の公式決定が一九六四年一
二月、改革の実施が一九六八年の一月と一五年がかりでようやく実現したのは、ハンガリー社会主義労働者党内の
「モスクワ派」の長期の抵抗がリーベルマン論文以後のソ連での「コスイギン改革」によって軟化したためである、
つぎのように要約した。
「……われわれの経済的諸条件および環境（市場と貨幣制度）と、現行の計画・管理方式とのあいだに矛盾が
展開した。この矛盾は、累積する滞貨、非能率た投資、種念の商品の不足などの、さまざまな頻発する欠陥や、
これに劣らず重要な、過去数年間の緩慢に低下する成長率となってあらわれた。一九五六年以後、われわれはこ
れらのくりかえし発生する欠陥を克服するために、いくつかの部分的な変更方導入した。しかしながら、これま
でにとられた措置では対応が不十分であることが明らかになった。ほとんど二年にわたる集団的穴分析と検討の
、
、
、
、
、
、
結果、われわれは、根本的な変更（自国ｇ】（巴・ず目、⑥）が、計画化と管理の全面的改革が不可避であるという結論
一九六八年改革に先立って、ハンガリーの経済学者ラースロー・チャポーは、当面する経済改革の基本的挫格を
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「計画化と管理のこの新しいモデルにおいては、生産者は、中央からあたえられる目標にしたがってではなく、
市場にあらわれる需要に適合してその生産物をひきわたすことになるだろう。……市場それ自体は、一方では中
、
、
ｂ
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
ｂ
、
乃
央計画によって決定された長期の構造的変化によって、他方では前述の価格、利子率、税、賃金などのような経
、
、
、
Ｔ
も
、
、
済的レギュレーターによって、制限され規制されることになるだろう。．…：新制度においては、市場は計画化を
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
１
＄
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
代位するべきではないし代位することもない（そして実際に代位できない）だろう。しかし、市場の諸力の作用
、
、
、
１
℃
、
、
、
、
、
、
、
勺
は、長期計画と中央で管理されるレギュレーターによって設定された限界内で、中央計画に影響をおよぼし、も
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
も
し必要ならばそれを修正するべきである。」
「ほとんど二○年におよぶわれわれの計画化の経験にもとづいて、われわれは、長期の経済的・社会的変化は
中央計画化なしには達成できない、という結論に達している。国民経済の全般的均衡は、市場の作用に頼るだけ
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
６
℃
、
、
１
℃
では保障できないのである。しかしながら、中央計画化は、よく組織された市場が提供しうる自動的修正の可能
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
（
幻
）
性なしには、有効なものとはなり塵えない。」（強調は原文による）
このような「誘導市場モデル」の具体的な到達目標として、ベーラ・チコシーナジ（ハンガリー全国資材・価格
わ
れ
わ
れ
は
、
い
意図している。」 、」
も
、
●
、
●
Ｕ
●
、
．
、
１
℃
、
●
一
、
、
●
、
、
、
、
じ
じ
も
も
、
、
、
、
●
、
、
Ｌ
●
．
１
、
、
も
も
い
、
、
、
、
、
ｂ
、
ｂ
に達した。改革の基礎的理念は、われわれが『指令的モデル」を全体として放棄しなければならない、という））
、
、
、
、
●
とである。あらゆる経済活動に対して細部にわたる義務的［日標を設定するかわりに、われわれは、われわれの商
品的・市場的経済環境に一致するような経済的レギュレーター（価格、税、関税、外国為替レート、利子、貨幣
的インセンティブ、市場、供給と需要、など）によってわれわれの経済発展を指導し計画しなければならない。
われわれは、いわゆる『誘導市場』モデル（“８１（い、】一一の」㎡色｛」の１日胃穴のべ》日○（一の一）を導入しつくりあげることを
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庁長官、ハンガリー経済学会会長）はつぎの六点をあげている。
１、生産の中央計画化は廃止され、生産の。〈ターンは企業間の直接交渉によって形成される。
２、資材・機械の中央割当て供給方式は廃止され、生産手段の市場が設定される。
３、投資の中央集権的配分は、企業の自己金融におきかえられる。
４、義務的計画指標は廃止され、企業は利潤の極大化をめざして行動する。
５、中央による賃金決定は、賃金と企業利潤を結びつけることにおきかえられる。
（記）
６、行政的価格制度は、市場価格制度におきか塵えられる。
この構想は、基本的に前記のオタ・シークの「社会主義的市場」と同一であるが、チェコ改革、過程で具体的に
提起された民主化の課題、すなわち経済改革の社会的・経済的改革としての位置づけを欠いている。一九六八年に
実際に開始されたハンガリー経済改革は、チェロ事件の衝撃のもとでますます「経済的合理性」の追求に一面化し
て行ったのである。
函）イニ・ゲ・リーペルマソ「計画・利潤・報賞金」、野々村・官鍋・志水綱訳『ソヴェト経済と利潤』、日本評論社、一九
六六年、五四’六一一一ぺｌジ所収。「利潤導入」で有名なこの論文は、一九六一一年九月九日のプラウダに編集部からの推薦文
つきで掲戦された。ソ連共産党中央幹部からの積極的なあと押しがあったことは明らかである。この時期の議論では、プ
ラグマチヅクな政策当局と原則論をとなえる経済学者たちとが対立していた。
（型）］】１房溺冒・倉河骨日目ａのこの自目図愚ご肩、『亘呑吻員員ｚ『・←・】＆⑭》叩・層‐患．なおコスタは別の論文では、この分権的
投資を重視して、東ドイツをソ連型とは異なった「過渡的タイプ」に分類している。］・男屈巨．．．ミー『§ず。｛厨『③「・§の。：皀
言『［周冨｛厨⑯ロ庁乏一・六一目、のロ冒宛巴弓】翫己の『目こい『厨［廓一ｍで匡噸目のロロ顔ごロ恩『ロ巨二』皇のα崩丙鬮冒昏岑３種ｓ回国「冨軋・
胃賞笥。且層量ご目・冨冒・ずのロー三目・切目園（Ｓ『唾）．ｍ・胃②．
（躯）よりくわしくは、『東欧の経済と社会』Ⅱ、アジア経済研究所、一九七一年、所収の拙稿（ハソガリー部分）の二六二
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一
九
六
八
年
一
月
一
日
か
ら
棗
さ
れ
た
ハ
ン
ガ
リ
ー
の
経
済
改
革
繊
、
「
新
経
葡
慶
」
（
Ｚ
：
同
§
・
目
・
蔦
…
“
目
ｌ
（四）
略
称
Ｎ
Ｅ
Ｍ
）
と
よ
ば
れ
て
い
る
。
そ
の
具
体
的
内
容
は
つ
ぎ
の
よ
う
な
も
の
で
あ
る
。
国家計画は主要な発展方向、国民所得の投資比率、構造変化などを規定し、個奇の企業への義務的計画指標は存
在
し
な
い
。
生
産
手
段
も
商
品
流
通
の
ル
ー
ト
に
乗
せ
ら
れ
る
た
め
、
国
家
機
関
は
資
材
配
分
計
画
を
作
成
す
る
必
要
が
な
く
な
り
、
従来の単年度計画重視に代って長期計画に重点が移行する。国家の直接投資は、個奇の企業の手に負えない大規模
な
し
の
、
お
よ
び
イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ュ
ア
に
集
中
さ
れ
、
企
業
の
投
資
は
国
家
の
信
用
政
策
を
通
じ
て
間
接
的
に
規
制
さ
れ
る
。
ただし、新規企業の設立は国家機関の権限に属する。
国営企業の支配人は個人の責任において経営者としての権利を行使し、技術発展、クレジットの利用、契約の締
結
、
自
己
資
金
に
よ
る
投
資
、
他
の
企
業
と
の
合
同
な
ど
の
決
定
を
下
し
う
る
。
企
業
は
自
己
の
生
産
物
の
実
現
方
法
を
自
由
に
決
定
で
き
、
購
入
に
さ
い
し
て
も
国
内
市
場
に
よ
る
か
直
接
契
約
に
よ
る
か
外
国
市
場
に
よ
る
か
な
ど
を
自
由
に
決
定
で
き
る
。
国
家
機
関
ページ以降を参照されたい。
（妬）宣旨、宛の旦曾章圏楊口同旨一二島・国・帛昏・出目、国１：同・・富・目・用の「・『己。（】□の畏冒青青》一息＆ご「専藤同貢（『。：胃§§
国凹ロ」←（』⑨『⑬）・己．⑫『鉾で。②『①．
（”）尿⑫：ｎｍ息・言農（ＵのローＨ色一句一目員。、ご国の畠」の昌冨胃戸の一巨○庁］愚・昏蒼○句８毬ロミミ時》ごｇ》已・圏⑭－圏①・この論文の邦訳
は、佐藤経明訳「社会主義経済の誘導モデル」、『社会主義の新展開』、平凡社、昭和四三年、三八六－四○五ページ。
（鍋）国か］ＰＣ“】丙○い‐ｚ包圏鳶勺己§ぬご四目彊司望智・日邑Ｃ８ｐ鼠§貝帛〕負鷺蕩》ｚＣ・』Ｐ』①鼠已・』⑬ｌ』②．なお、佐藤経明「経済改革
と誘導市場モデル」、『経済評論』一九六八年七月号、参照。
２
ハ
ン
ガ
リ
ー
経
済
改
革
の
現
段
階
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企業の構成員は経営者グループ（総数の○・五’一％）、中間管理職・専門スタッフ（四・五’一二％）、一般従
業員（八七’九五％）の三グループに分けられ、第一グループは最高で基本給の八○％に相当する額までこの分配
プォンドから受けとることができ（合計収入は基本給の一・八倍まで）、第二グループは基本給の五○％相当分ま
でを、第三グループは基本給の一五％相当分までを、分配フォソドの増加（したがって利潤総額の増加）に応じて
受けとることができる。ただし企業が赤字の場合には、第一グループは基本給の七五％まで、第二グループは八五
％までを保障されるにすぎないが、第三グループはこの場合にも基本給の全額を保障されるのである。また基本給
については、職種ごとに上限と下限が国家によって規定されており、その範囲内で企業がそれぞれ独自に決定する。
正当な理由なしに賃金が急上昇した場合には、それに相当する額が分配フォンドから控除されて国家に納入される。
価格制度に関して、弾力的な価格体系が導入された。重要な生産物に対しては国家当局が固定価格を設定する
（固定価格の改訂という形での価格変動はありうる）が、それ以外の品目については鍍大限価格（上限のみを設
定）、制限価格（上限と下限を設定）、自由価格が適用される。上限設定の理由は企業連合による独占価格の形成を
阻止するため、下限設定の理由は資源不足の場合の需要抑制が目的であるとされている。無制限の変動を認められ
る自由価格は、重要度の低い財貨で競争の存在が予想される場合に適用される。現在、燃料および大部分の国産原
料は固定価格または最大限価格を適用されているが、輸入原料の大部分は自由価格である。固定価格は主として農
発
展
プ
ォ
ン
ド
、
分
配
可
いわば賞与部分である。
産物に適用されている。
ぱこれらの問題に介入する権限を持たない。企業は実現された利潤の約四○％を留保しやその中から予備フォソド、
■ 
発展プォンド、分配プォンドが形成される。発展フォンドは企業の投資のための自己資金であり、分配フォンドは
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企業利潤の配分（百分比，％）
通常利潤｜追加利潤
フ
フ
フ
家
配
展
備
分
発
子
国
ド
ド
ド
入
ソ
ン
ソ
2５ 
２０ 
１０ 
４５ 
６
７
４
３
 
２
 
６
 
オ
ォ
ォ
収
SdndorBaIAzSy，“FinancialRegulatingSystemandTechnicalDevelopment," 
ＡａａＯｅＣｏ"α"i“,vol・1０（1973),No.3-4,p､316,p､334.
投資財源の樅成，1966-1970年（総投資額の百分比）
国家財政
８２．３ 
７５．９ 
５１．１ 
５０．３ 
５２．５ 
企業の自己資金
１６．６ 
２０．３ 
３６．３ 
３９．３ 
３７．４ 
クレジット利用
１９６６ 
１９６７ 
１９６８ 
１９６９ 
１９７０ 
１
０
６
４
１
 
●
■
●
Ｐ
●
 
１
３
２
０
０
 
１
１
１
 
JuliusRezler，“AnEvaluationoftheHungarianEconomicRefOrmofl968,” 
ｐ３８９． 
カテゴリー別価格分布，1969年（総価値の百分比）
固定価格｜股高価格｜制限価格｜自由価格
鳳材龍
F1 
Ｌ」
JuliusReZler，ibid.，ｐ､387. 
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以上の内容を端的に示すのが前の一一一表である。企業利潤は通常の場合でその四五％、もっぱら価格引上げによっ
て利益を得た場合にはその六一一一％が利潤税として国家に吸収される。企業はそれ以前に生産高に比例した税金、資
源利用に対する料金（固定資産使用料五％、賃金税一三％など）を国家に納入しているのであり、企業の自主性の
経済的基礎はそれほど強固なわけではない。
投資の財源は明らかに企業の自己資金の比重が高まってきているが、国家の財政資金による投資はなお半分以上
を占めている。クレジットの利用が比重では一○倍以上になってきているが、これは国家の政策手段として利用可
能なものである。前表のように企業自体の投資財源としての発展フォソドは利潤部分の一一○％にとどまり、自己資
金による投資の拡大を制約している。この面では、それほど分極化しているとはいえないのである。
混合価格体系の中では、工業製品に関して自由価格がすでに八五％を占めているのが注目される。ハソガリーは
輸入依存度が高く、外国製品との競争によって国内価格の上昇を抑制する政策をとっているために、工業製品に関
しては積極的に自由価格の適用を拡大した。ただしこの数字は、西側における石油ショック以来の貿易価格暴騰の
以前のものである・消饗財関連部門では、いぜんとして価格制限が強く、この部門での制限緩和の可能性が今後の
以前のものである。
問題となっている。
経済改革の開始から五年間を経過した一九七三年の時点では、ハソガリー国内では、資本主義の復活という内外
の非難をしりぞけながら（反論として、生産手段の社会的所有の存在と経済政策の決定的役割の保持があげられて
いる）、改革の積極的な成果が強調された。『アクタ・エコノミカ』誌（ハンガリー科学アヵープミー発行）で、マー
チャーンュ・ティマールは、六八年改革は予想以上に成功したとのべて、およそ六点を成果としてあげている。
１、計画化の作業が改善され、中央からの直接統制と間接的規制措置との結合に成功した。
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６、生産企業を貿易により直接に参加させることによって、輸出．〈ターンが改善され、対外経済関係が国内市場
に有効な刺激をおよぼした。
結論としてティマールは、新経済制度の社会的な効果は全体として良好であったが、一部に困難と欠陥を過度に
（鋤）
強調して改革にブレーキをかける傾向が出てきている、と警生口している。
ハンガリー経済改革の総括的な評価としては、西側のリーズラーも、「ソ連圏内では最大の経済的自由を生産者
と消饗者に保障し、中央計画と市場メカニズムとの調和を試永た重要な実験」として、これまでのところ、改革の
諸目標は、少なくとも部分的には達成されてきた、と評価している。このさいに、改革の目標として具体的に提示
されているのは、国民所得の均等で〈ラソスのとれた成長、経済効率の着実な改善、各種の経済部門間の均衡達成、
（帥）
景気循環の有効な規制、国際市場へのハンガリー経済への適応度の増大、などである。
ここで、ハンガリーの最近の統計資料によって、経済改革以来のマクロ経済諸指標を検討してみよう（比較のた
めに、年次データは改革前年の一九六七年から掲載した）。
この表に即して論評すれば、まず国民所得の成長率に関しては改革前と改革後とで大きな変化はみられない。一
３、弾力的価格体系の有効性が証明され、価格は計画された限界内に維持された。
４、「利潤動機システム」（｛ずの②嵐の日・〔官・｛岸目ｏ牙の⑫）は、全体として企業への強力な刺激となった。
５、企業の自己資金の拡大、クレジット利用の増大、国家投資計画の削減などによる投資規制も、おおむね適正
２、「計画化され規制された市場」（芹｝〕の冒目巳目」Ｈの砲烏《＆曰自【の〔）が積極的な役割を果し、生産．〈ターン
が需要に照応した。
であった。
ハンガリー経済諸指標⑭『「
工業労働(年平均,％）国民所得（消費蓄積）工業生産農業生産輸入輸出貿易収支小売物価生産性実質賃金
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九六八年を区切りとして比較すれば、一九六○’六七年の年平均成長率は五・二％で、一九六八’七三年平均は六
二
％
で
あ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
の
場
合
に
は
チ
ェ
コ
の
場
合
と
異
な
っ
て
成
長
率
の
実
際
の
大
幅
鈍
化
が
急
激
な
改
革
を
要
請
し
た
の
で
は
な
く
、
む
し
ろ
状
況
を
先
取
り
し
て
チ
ニ
コ
型
を
回
避
し
た
の
で
あ
り
、
改
革
の
導
入
に
よ
る
過
渡
的
な
時期に従来の成長テンポが落ちなかったことが成果だとされている。しかも表によれば、一九七○年代に入って労
働生産性の上昇テンポがかなり加速されてきているのは評価されるべきであろう。
つ
ぎ
に
諸
部
門
間
の
均
衡
に
関
し
て
は
、
改
革
当
初
に
消
費
と
蓄
積
の
均
等
発
展
を
予
定
し
た
の
に
、
蓄
積
部
門
の
年
々
の
変
動
が
大
幅
で
あ
る
。
こ
れ
は
一
九
七
○
’
七
一
年
に
投
資
が
予
定
外
に
急
増
し
た
の
で
七
一
’
七
二
年
に
国
家
投
資
削
減
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
条
件
引
締
め
な
ど
の
均
衡
回
復
措
置
を
必
要
と
し
た
た
め
で
あ
り
、
結
果
と
し
て
七
三
年
に
ほ
ぼ
均
衡
は
達
成
さ
れ
た
。
し
か
し
資
本
形
（魂）
成の変動は今後もおこりうるとされている。貿易収支に関しても同様の事態が生じ、輸入を大幅に削減することに
よ
っ
て
赤
字
か
ら
黒
字
へ
の
転
化
が
達
成
さ
れ
た
。
こ
の
二
つ
の
場
合
に
は
、
中
央
集
権
的
な
政
策
手
段
が
緊
急
に
必
要
と
さ
れ
、
し
か
も
そ
れ
が
実
際
に
か
な
り
有
効
に
機
能
し
た
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
物価と賃金に関しては、問題点が多い。改革の発足にあたっては、消費者物価の上昇率を年二％以内におさえる
ことが目標とされ、実際に一九七一年まではこの範囲におさまって「インフレなしの改革」と評価された（チニコ
改革のさいには物価の急上昇が生じたのである）。しかし消費者物価は七二年、七三年と年三％以上の上昇率を示
し、とくに七三年の三・五％はコメコン諸国中の最高の上昇率であった。この原因の一つは西側からの輸入インフ
レであり、放置すれば七四年には七％の物価上昇となるため、これを三％以下におさえることをめざして対策が検
討されている。
し
か
し
、
イ
）イン
フ
レ
的
物
価
上
昇
（
と
い
う
に
は
ま
だ
小
幅
だ
が
）
の
原
因
は
国
内
に
も
あ
り
、
企
業
の
価
格
引
上
げ
と
賃
金
上
昇
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果としての否定的現象がしだいに顕在化している。前出のティマールも、経済改革は全体として社会進歩に寄与し
たとしながらも、反面でステータス・シンボルの顕在化、利潤追求一辺倒などの否定的現象があらわれていること
を認め、工場民主主義も従来よりは前進したがなお外形の承にとどまっているとして、労働組合の役割の強化をよ
（鋼）
ぴ
か
け
て
い
る
。
が問題にされている。賃金に関しては、自動的な上昇を認めず企業利潤ともっと関連させ、職種間格差を拡大して
刺激要因とすることが検討されているが、このことが所得格差を大幅に拡大させるために労働者の不満が強まって
いる。このことと関連して、経済的合理性の追求と民主主義の保障とのバランスがふたたび問題になる。前述のように、
ハンガリーの一九六八年改革はチェコ事件の衝撃のもとに政治的民主化の側面をタブーにして出発したが、その結
果としての否定的現象がしだいに顕在化している。前出のティマールも、経済改革は全体として社会進歩に寄与し
たとしながらも、反面でステータス・シンボルの顕在化、利潤追求一辺倒などの否定的現象があらわれていること
を認め、工場民主主義も従来よりは前進したがなお外形の承にとどまっているとして、労働組合の役割の強化をよ
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（鋼）言・ヨョ貸費」．．□’９ｍ‐⑭ｇ・なお、アジア経済研究所の平泉公雄氏は、一九七二年九月のハンガリーの憲法改正がエ場
民主主義を前進させ、「労働者自主管理への歴史的第一歩」が踏承出されたと評価している（平泉公雄コソガリー人民共
現代社会主義における計画と市場1２１ 
ハンガリー経済改革の発想に関しては（チェコの改革に関してもいえることだが）、一九三○年代モデルにおけ
る「計画の神話」がくずれたのに対して、「市場の神話」を持ちこんだともいえよう。市場メカーーズムのプラス面
のみを利用することが果して可能か、自由競争が必然的に独占をもたらし、資本主義自体が経済過程に対する国家
の
介
入
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
の
に
、
自
由
競
争
時
代
の
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
社
会
主
義
の
も
と
で
復
原
さ
せ
る
こ
と
が
現
実
的
な
のか、という批判は当然ありえよう。ついでにいえば、「計画の神話」、「市場の神話」とならんで「自主管理の神
話」も存在している。神話を神話でおきかえることはいずれの場合にもあまり生産的なことではない。もっとも、
神
話
も
、
そ
れ
が
ひ
と
た
び
大
衆
を
つ
か
む
な
ら
ば
、
物
質
的
な
力
と
な
る
可
能
性
は
あ
る
の
だ
が
。
現代社会主義について、そのあるべき姿の明確なイメージは存在しない。これが出発点であって、あるべき姿を
これまでみてきたように、モデルと現実は即自的に一致しないし、ハンガリーの経済改革も内容的にはそれほど
分権化しているわけではない。今後の発展方向としても、一方ではよりいっそう市場原則を強化して分権化を前進
さ
せ
よ
う
と
す
る
動
き
が
あ
り
（
こ
の
場
合
に
は
、
こ
れ
ま
で
に
生
じ
た
欠
陥
は
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
も
た
ら
し
た
も
の
と
い
う
よ
り
も
、
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
十
分
に
機
能
し
え
な
い
状
況
に
問
題
が
あ
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
）
、
他
方
で
は
前
記
の
よ
う
な
労
働
者
の
不満にこたえて分権化にブレーキをかけようとする動きがある（七四年三月にはこの方向でハンガリー社会主義労
働
者
党
の
経
済
政
策
責
任
者
が
更
迭
さ
れ
た
）
。
ソ
連
に
対
す
る
政
治
的
な
配
慮
と
も
関
連
し
て
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
経
済
改
革
の
前
途
は
なお流動的である。
む
す
び
に
か
え
て
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122 求めての政治的、経済的実験は鑓犬限に許容されるべきであるｂその意味で、ソ連のチニ萱侵入ははかり知れない
マイナスをもたらした⑥ハンガリーの経済改革もまた、つねにソ連の出方を気にしながら、ダモクレスの剣のもと
で進められているのである。ソ連内部における社会主義的民主主義の確立がＤ社会主義諸国間の相互関係を正常化
するためにも、必要不可欠な条件となっていることを、最後に強調したい。
